第17回統一自治体選挙告示にあたって

さる3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震で被害を受けた組合員・単組・県本部の皆さまに心からお見舞い申し上げます。この間の公共サービス労働者の最前線での取り組みと、各地での支援活動に心より敬意を表するとともに、自治労全体として復興支援のため全力で取り組みを強めていくことを改めて表明します。

さて本日、第17回統一自治体選挙（前半4月10日投票、後半4月24日投票）がスタートしました。

今回は、震災の影響で岩手、宮城、福島での一部選挙が延期となっていますが、前半戦の都道県知事選挙（24日告示）、政令指定市長選挙（27日告示）、道府県議・政令市議選挙（1日告示）と、後半戦の一般市（特別区）議会議員・一般市（特別区）長選挙（17日告示）、町村議会議員・町村長選挙（19日告示）は通常通りとり行われます。自治労は3月14日の執行委員会で組織内・協力候補の第5次推薦報告を行い、全国で総勢282人の推薦を確認しています。
　また、道県知事選挙においては、北海道「木村としあき」候補、福井県「西川一誠」候補、三重県「松田直久」候補、奈良県「荒井正吾」候補、福岡県「小川洋」候補を推薦し、自治労県本部を中心に周知活動に全力を挙げているところです。
　自治労は、今回の統一選を自律的労使関係における首長や自治体議会との関係を展望しながら、地域住民の生活を支える公共サービスを再生させ、市民自治を基本とした分権改革を進める重要なたたかいと位置づけています。
今後、地域主権改革や公務員制度改革の下での自律的労使関係においては、地方議会の役割と地域・職場への影響力が一層大きくなっていきます。その中で、私たちの要求・政策を理解し行動する議員を一人でも増やすことが非常に重要です。

　組合員の皆さん、自信を持って取り組みを進めてください。地域で公共サービスを担う私たちが、地域・現場の声を政治の場に反映させることは、公共サービス労働者としての使命なのです。
　限られた時間の中でも、家族・親戚・知人・友人への支持拡大の一声、一行動を起こすことが、大きな支持の輪をつくり、政治を動かすことに必ず繋がっていきます。自治労が推薦する全ての候補者の勝利をめざして、最後まで粘り強く頑張り抜きましょう！
2011年3月24日

全日本自治団体労働組合
書記長　岡本　博

